
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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インボイス導入に伴う法人税等の経理方式の変更可否 修繕費と資本的支出の判断基準について

 税務当局は国外財産の情報を把握するために、一定額以上の国外財産を保有する個人に対し国外財産
調書の提出を義務付けており、また、租税条約等に基づいた国同士の情報交換により情報を収集し、税
務調査等に活用しています。海外財産の情報を把握するための様々な制度をご紹介します。
  ① 国外財産調書制度
 居住者である個人が、その年の12月31日時点において、合計して5,000万円を超える国外財産を有す
 る場合には、その国外財産の種類、数量及び価額といった情報を記載した国外財産調書を税務当局に
 提出しなければなりません。
 ② CRS制度
  CRSとは、外国の金融機関の口座を利用した国際的な脱税及び租税回避行為に対処することを目的
 として、各国の税務当局間で非居住者の口座情報を相互交換するために、OECDが策定した統一基準で
 す。近年の経済活動の国際化に伴い、意図的な財産隠しや、各国の税制の違いを利用して税負担を軽
 減するといった国際的な脱税・租税回避防止のため、税務当局は外国税務当局との情報交換により入
 手した情報を税務調査に活用しています。

税務当局による国外財産の把握について

 固定資産の修理・改良等に費用を支出したとき、その支出により価値や耐久性が増加したと認められ
る場合、資本的支出となります。一方、通常の維持管理または原状回復である場合は収益的支出（修繕
費）となります。
 資本的支出か収益的支出かを判定するには、支出した金額が20万円か、およそ3年周期で行われている
修理かなどの判断基準があります。
 下記、フローチャートをご参考ください。
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 修繕費と資本的支出の判定フローチャート 

修繕費


